
エグゼクティブ・サマリー
経済協力開発機構（OECD）は、2014年12月16日、税源浸食と利益移転（BEPS： Base Erosion 
and Profit Shifting）に対する行動計画10（その他のリスクの高い取引に係る移転価格）に関連
するディスカッション・ドラフトを公表しました。「BEPS行動計画10：クロスボーダーのコモディテ
ィ取引に係る移転価格の側面」と題された文書（以下、「本ディスカッション・ドラフト」又は「本ドラ
フト」）では、クロスボーダーのコモディティ取引を取り扱ったOECD移転価格ガイドライン第II章
に対して追加指針を提案しています。具体的には、この指針案は、コモディティ取引の価格設定
が価値創造をもたらすことを確実なものとし、その結果コモディティ依存国の税基盤を保護する
ことにあると同文書は述べています。

この追加指針の主要な特徴として、以下のものが挙げられます。

• 独立価格比準（CUP）法は、関連企業間のコモディティ取引（以下、「関連者間コモディティ 
取引」）に関して、適切な移転価格算定方法である可能性があります。

• CUP法の下では、関連者間コモディティ取引に係る独立企業間価格を算定するための基準と
して、建値（quoted price）又は入手可能な公開価格データを使用できます。

• 取引当事者が合意した実際の価格決定日に関する証拠がない場合、関連者間コモディティ 
取引のみなし価格決定日が採用されることに関する指針が提供されます。

• 比較可能性の調整に関する追加指針となる可能性のある情報の提供が求められています。

本ディスカッション・ドラフトは、本ドラフトにある様々な見解や提案は、OECDの統一的な見解で
はなく、パブリック・コメントの機会を提供するためにドラフトの形式で公表されたものであると断
っています。本ディスカッション・ドラフトに関する書面によるコメントの提出期限は2015年2月6
日です。OECDは、本ディスカッション・ドラフトおよびその他のトピックに関するパブリック・コンサ
ルテーションを2015年3月19～20日に開催する予定です。
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ちはさまざまなステークホルダーの期待に応えるチームを率いるリーダーを生み出していきます。そうする
ことで、構成員、クライアント、そして地域社会のために、より良い世界の構築に貢献します。

EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバル・ネットワークであり、単体、もし
くは複数のメンバーファームを指し、各メンバーファームは法的に独立した組織です。アーンスト・アンド・ヤン
グ・グローバル・リミテッドは、英国の保証有限責任会社であり、顧客サービスは提供していません。詳しく
は、ey.com をご覧ください。
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EY税理士法人は、EYメンバーファームです。税務コンプライアンス、クロスボーダー取引、M&A、組織再編
や移転価格などにおける豊富な実績を持つ税務の専門家集団です。グローバルネットワークを駆使して、各
国税務機関や規則改正の最新動向を把握し、変化する企業のビジネスニーズに合わせて税務の最適化と税
務リスクの低減を支援することで、より良い世界の構築に貢献します。詳しくは、www.eytax.jp をご覧くだ 
さい。
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